
･■~■■■■･.■■lllll.lllll.･.｢

政 務 調 査 費 の 運 用 指 針

平成 20年 4月 1日

川 崎 市 議 会



"政務調査費の運用指針"の改定にあたって

川崎市議会では､平成 12年の地方自治法の山部改正により設けられた政務

調査費制度について､制度発足から5年を経過 した平成 18年度に見直しを図

りました｡この見直しは､制度発足当初と比べ､自治体を取り巻く社会経済環

境等も大きく相違 していた中 ご､｢議会改革｣の-つとして､政務調査費の透明

性を高めることを目的に､収支報告書に 1件5万円以上の支出に係る領収書等

の添付を義務付ける条例改正 (平成 19年 5月 3Ei施行)を行い､併せて適iE

な使途の明確化を図るために､｢政務調査費の運用指針｣を策定したものです｡

この条例改正等は､同様に議員活動を規定する政治資金改正法等における領

収書添付に係る事項や､さらには他の政令市の状況 ･動向等を勘案し､総合

的に判断をしたものですが､あくまでも政務調査費の情報開示に何日ナた第 -歩

であり､今後においても､さらなる透明化 ･明確化に向け､使途基準等につい

て引き続き協議 ･検討をしていくものといたしましたO

地方選挙等を経て､全国自治体において､さらなる地方分権推進改革の声が強

まる中で､収支報告に係る全領収書添付､いわゆる ｢1円以上の支出に対する

領収書添付｣の義務化を図る流れが加速度を増 し顕著になってまいりました〔つ

川崎市議会においても､全領収書添付は政務調査費に係る喫緊の課題と位置付

け､協議 ･検討を重ねた結果､平成 20年4月 1日より､収支報告書に ｢1円以

上の支出に係る領収書添付｣の義務化を図る条例改正を､この3月議会におい

て議決をいたしましたo

また､この間並行 して､一層の使途基準の透明化 ･明確化を図るため､｢政務

調査費検討プロジェクト｣を設置 (平成 19年 11月20日)し､｢政務調査費

の運用指針｣の見直しに向けた検討を行ってまいりました結果､この度､次の

ように平成 20年4月から適用する ｢政務調査費の運月対旨針｣を改定したとこ

ろです,3

今後､改定された ｢政務調査費の運用指針｣を活用することにより､さらな

る使途基準の透明化 ･明確化が図られるとともに､活発な市政調査 .研究活動

による成果が､川崎市の発展に寄与されることを願ってお りますO
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政務調査費の趣旨

政務調査費は地方自治法第 100条第 13項及び第 14項に根拠をも

つもので､川崎市議会の政務調査費の交付等に関する条例 (以下 ｢条例｣

というo)､川崎市議会の政務調査費の交付等に関する条例施行規則 (以下

｢規則｣という｡)｣に基づき､会派及び議員に対 し､川崎市議会議員の調

査研究に資するため必要な経費の一部として交付される｡

本制度は､会派及び議員の調査活動を充実 し､議会の審議能力の向上､

議会の活性化に資することをEj的としているものであり､適正に使用 し

透明化することが求められているO

(地方自治法 抜粋)

第100条

1-12 省略

13 瞥通地方公共団体は､条例の定めるところにより､その議会の議員の調査

研究に資するため必要な経費の 一部として､その議会における会派又は議員

に対し､政務調査費を交付することができる｡この場合において､当該政務

調査費の交付の対象､簡及び交付の方法は､条例で克ごめなければならない｡〉

14前項の政務調査費の交付を受けた会派又は議員は､条例の定めるところに

より､当該政務調餐費に係る収入及び支出の報告蒼を競技に提出するものと

(川崎市議会の政務調査費の交付等に関する条例 抜粋)

(趣旨)

第 1条

この条例は､地jJlJ〕治法第 1()()条第 13項及び第 14条の規定に濃づき､

読会における政務調査費の交付その他必要な事項を定めるものとするO

(会派及び議員の責務)

第2粂

会派 (所属議員が 1人である場合も含む〔)及び議員は､調在資の交付が､

柿政に関する会派及び議員の調森研究活動を充実し､議会の晴性化に資するこ



(ア)交付に係る事項について

本市の政務調査費は ｢会派｣又は ｢会派 ･会派所属議員｣

に対して交付されている｡また､条例において所属議員

が1人である1人会派も､会派として交付対象としてい

るO

(交付対象)

Cll) 会派

② 会派 ･所属議員

政務調査費の月額は､議員1人当たりにおいて､

(力 会派⇒45万円

② 会派 ･議員=⇒会 派 5万 円

議員40万円

のいずれかの選択制として､所属議員数を乗じて得た金

額が会派に交付されるoなお､②を選択した会派に所属

する議員を､以下 ｢交付対象議員｣というO

政務調査費の交付を受けるためには､交付申請が必要と

なる｡交付申請の時期に特に定めはないが､会計年度ご

との歳出であることから､12ケ月分の交付を受けるた

めには､各会派及び交付対象議員は通常4月の年度当初

に申請しているOまた､この申請は､議長を経由して市

長に提出されるo



(イ)支出に係る事項について

条例第10条においては､その別表において政務調査費

から支出できる経費を､

C1)研究研修費

②視察調査費

③資料費

④広報 ･広聴費

⑤人件費

⑥事務費

⑦事務所華

⑧その他の経費

の8つに区分し､各区分の内容とそれぞれの区分におい

て想定される異体的な経費を例示的に掲げている｡

政務調査費に関する経理を的確に行うために､会派にお

いては､所属議員の中から経理責任者1人を置くことと

L/ているDただし､所属議員が1人である場合は､当該

議員がその職務を行うものとするO

また､交付対象議員は､交付を受けた政務調査費の経理

を的確に処理しなければならないo

経理責任者及び交付対象議員は､規則第9菜に基づき､

経費を支出したときは､領収書等の支出を確認する書類

を徴することとしているoまた､領収書等を徴すること

ができない場合は､会派の代表者及び交付対象議員が作

成する支払証明書をもって充てることができるO

また､毎年度､会計帳簿を調製し､領収書及び支払言正明

書等を整理するD



(ウ)報告及び管理に係る事項について

会派の代表者及び交付対象議員は､毎年4月30Bまで

に､前年度の政務調査費の収入及び支出の報告書及び領

収書等の写しを議長に提出しなければならないO報告の

内容は､条例第10菜別表に規定する支出の基準に対応

した支出額及び主たる支出の内容を報告することとして

いるOこの収支報告書等は､情報公開請求の手続を経る

ことなく､何人も閲覧することができ､閲覧の開始は､

政務調査費の交付を受けた翌年度の6月30Bからで､

写しの請求をすることもできる｡

<注⇒議員の個人支給において､事故､死亡等によ

り収支報告書の提出が不能となった場合>

◎ 原則的には､相続人が収支報告書の提出を行うも

のであるが､場合によっては､所属する会派のEil

長文は経理責任者が行うものとするD

経理責任者及び交付対象議員は､領収書及び支払証明書

等を整理した上で､収支報告書を提出した日の属する年

度の翌年度の4月1日から､起算して5年を経過する白

まで保存L/なければならないO

【参照】

〔資料編〕

〕地力-EJ梢‡法(第100条 第13項･第14項)-- ---･･･日日･- (14貝I)

2川崎ihn読会の政務調査費U)交付等に関する条例-I.-I---･(15Eを)

3川崎1汀議会の政務調査費の交付等に関する条例施1J-規則･-･･- (22も'訂)



(1)政務調査活動について

地方議会の活性化を観るためには､その審議能力を強化していくこ
とが必要不可欠であり､地方議員の調査活動基盤の充実を潟る観点

から､議会における会派等に対する調査研究費等の助成を制度化し

あわせで情報公開を促進する観点から､その使途の透明性を確保す

ることが重要｡

※第 147回通常国会での衆議院地力行政委員長の提案説明

(20()0年 5月 18HL衆議院地方行政委員会及び衆議院本会議)

普通地方公共団体の議会は､条例の制定及び改廃､予算の決定､重要な

契約の締結並びに財産の取得及び処分等について議決権を要する｡

さらには､近時の社会情勢の複雑化に伴い､多様化･高度化する地域住民

の要求に応えるための行政施策等に対する迅速かつ適切な審議が求められ

ている｡こうした中､議会の構成員である議員ないし会派には､地方行政

等に関する諸制度､当該地方公共団体の抱える政治的､行政的諸課題､さ

らには諸外国の動向等に対する広範な知識が必要とされ､これらについて

の不断の調査研究活動が不可欠となっているため､要する経費の一部を政

務調査費として交付するものであるO

(2)実費弁償の原則

政務調査費は､市政調査研究のために､実際に要した費用に充当する実費

弁償を原則とする｡

(3)按分による支出

会派及び議員活動は､｢調査研究に資する｣活動と､それ以外の ｢政党活

動｣､｢選挙活動｣､｢後援会活動｣などがある中で､政務調査活動と他の活動

が滞然一体となっていることが多く､調査研究に資する部分が明らかで無い

場合は､全害頁を政務調査費によって支出することは不適当であり､他の活動

の実績に応じて按分し支出する按分の考え方を導入すべきものと考える｡

6



◎人件費､事務費､事務所費等において､専ら市政調査事矧こかかわるも:警
のや､支出根拠書類を介L,た帝政碑査事務まを要した実績が明確なもめ 雲
尽､その割台で重出する+ ll

但し､合理的な区分が困難であり､実績が明確でない場合は 【按分の考 襲
え方】を参考に判断するo J:ら

i
(市政言愚盃事務に要L,た実績が明確な支出事例) ご韓

･人 件 費⇒被雇用者の就業時間数を記録し､市政調査に係る時間数を …芸

全体に占める割合において支出するo 藷

･事 務 費⇒市政調査に係る割合を､従事時間数や業務量に相応しだ割 違

合で按分するo

#･事務所費⇒市政書局査に係る割合を､従事時間数や業務量に相応しだ割 頚

+合で算出するoあるいは､主に市政書局歪に利用する事務所 :発

【合理的な区分が褒難な場合の按分の考え方<参考>】



(l)政務調査費から支出することができる経費 (条例第10粂別表抜粋)

三三.,ij二三三､､./,＼字:/多きii?会:絞､<～こ-a//iA三 <_ミ≡､ご淀,ホミ こ,t/≡.茨lrh薫…雪祭妻貰rW i;蒙;:,1/-蛍Tミミ…:,::/

1 研 究 研 修 費 ◎会派及び交付対象議員が市政に関して調査研究をするために研究会､研修会等を開催し､又は他の巨召体等が開催する研究

会､研修会等に参加するのに要する経費

2 視 察 調 査 費 ㊥会派及び交付対象議員が市政に関して調査研究をするために
他都市等の先進事業等を視察するのに要する経費

3 資 料 費 ◎会派及び交付対象読員が市政に関して調査研究をするために
必要とする資料を購入し､又は作成するのに要する経費

4 広報 .広聴費 ◎会派及び交付対象議員が巾政に関して調査研究をするために会派及び交付対象議員の議会活動､政策等を市民に広報し､

又は市民の要望､意見等を聴くのに要する経費

5 人 件 費 ◎会派及び交付対象議員が市政に関して調査研究をするために
補助者を雇用するのた要する経費

6 事 務 費 ◎会派及び交付対象議員が市政に関して調査研究をする際の事
務を処理するのに要する経費

7 事 務 所 費 ◎会派及び交付対象議員が市政に関して調査研究をするた桝 こ
必要な事務所の設置及び管理に要する経費

8 その他の経費 ◎1から7までに掲げる経費以外の経費 (経費を支けけ る舶勺が､会派及び交付対象議員が行うrてf政に関しての調査研究に

(汰)交付対象議員⇒条例第3条に規定する､政務調査費の交付方法として

((丑会派分⇒5万円､(塾議員個人分-⇒40万円)を選択 した会派所属議員

経費を支出する目的が､会派及び交付対象講

該当 しないもの (条例第 10条別表 抜粋)

◆せん別､慶弔､寸志､病気見舞､年賀状の購入及び印刷代金等の交際費的な経費

◆党費､党大会賛助金､党大会参加費､党大会に参加するための旅費等の政党又

は政治Egi)体の構成員としての活動に属する経費

◆会議､集会等に伴う食事以外の飲食に係る経費

◆選挙活動に係る経費
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1 旅 費 政務調査費の支出については､原則的に､実際に使用し
た金額が充当されるべきものであり､交通費 (ハス､鉄道､

(宿泊を伴うもの) 航空機等)についても実費弁償とするO

視察等による宿泊費についても実費弁償とするが､ピジ

ネスホテル､シティホテル等の料金設定が､一般的に1泊

朝食付きであることが多いため､1泊朝食付きを基本とし､

14,850円を上限とする○

宿泊費 (1泊朝食付きを基本)の上阪

14,850円

2 会議費 会議費は､会派 (議員)が政務調査を目的として開催す
る勉強会や意見交換会に要する経費とするo

会派内で行う会議も､市政に関する調査研究に必要な研

究 .研修の-環であり､会議に伴う必要経費も社会通念に

照らし合理的な限度で支出可能とするO

<会議開催に伴う食糧費>

研究研修費､視察調査費､広報 .広聴費などにおける会

議開催等に伴う食糧費支出の金額の上限については､次の

とおりとするD≡



3 交通費 <交通費>
･電車 .バスの公共交通機関における実費弁償

(スイカ､パスモ等のプリペイ ドカー ドの利用)

･タクシー､ガソリン､駐車場､有料道路の経費

【交通費等の基準】

≡ ..､支出茎準､三.

電車 .パス (⊃ 公共交通機関の利用が基本(実費弁償)

プリペイドカード ○ 利用可能とし､支出したことが分か

(スイカパスモ等) る資料 (乗車履歴)を添付するO

定期券 × 特定の区間で定期的移動が必要となるものであるから､政務調査活動では､通常は存在L/ない□

タクシー ○ 合理的理由がある場合に限って支出可能

自家用車 ○ 実費が算定可能な場合は､その限度

刀㌧ノリン代 で認めるが､合理的かつ明確な区分

篤壬牽場代 けが不能の場合は､按分するo

有料道路代 ETC利用した際は､利用明細を添付するo

lr)



(3) 経費区分について

会派及び交付対象議員が市政に関して調査研究をするために研究会､研修会等を開

催 し､又は他の団体等が開催する研究会､研修会等に参加するのに要する経費

会場借上料､委託料､講師謝礼､食糧費､印刷製本費､消耗品費､資料購入費､

旅費､出席負担金等

(1)研修会 ･研究会 ･講演会 .シンポジウム .セミナー等の参加貴 書開催費

[注】⇒各種福祉 ･文化 ･スポーツ関係活動に係る地域公共的団体の総

会等に出席し､意見 ･情報交換を行う場合等への出席負担金､

会費は､広報 .広聴費として支出するO

ほ刑宴会等における開催主催の違いによる支出経費例】

想定される支出経費

会場借上料､委託料

講師謝礼､印刷製本費

消耗品費､資料購入費 等

旅費

出席負担金 (参加負担金)

資料購入費 等

【開催主催の違いによる研修会等と連続して行われる意見交換会等の会費】

単なる意見交換ではなく､当該会合自体が研究会又は研修会であるか､

もしくは当該会合が研究会又は研修会に付随して行われることが必要

･ 開催主体 内容 金額 (上限)

会派又は議員 宗派又は議員が開催する政務調査に係る研究会､研修会､講演会等と ニ呈⊂::⊃

連続して行われる食事を伴う意見交換芸等に要する会費 5,000円/岩我貝1名

他 団 体 他団体が開催する研究会､研修会､講演会､シンポジウム､セミナー等に出席し､連続して行われる食事を伴う意見交換会等に要する会費 5,000円/議員1名 (原則)※但し､上限は10,000円とするo

ll



[東]⇒居酒屋､スナック等での研究会､研修会費用への支出不可

[米]⇒会派又は議員が､研究芸､研修会を主催する際の飲酒を伴う会合への

支出不可

(2)会護費

[空空 白言転 義商議転義盃転盲竺コ
◇ 会派又は議員が市政調査研究として開催する会話 (団会議等)に付随する

食糧費の上限

〔

朝食弁当相当経費 ･･- ･･1,500円/議員1名

昼食弁当相当経費 ･･･- ･1,500円/議員1名

夕食弁当相当経費 - i･ ･･3,000円/議員1名

茶菓子 - - ････ ･ ･･ 500円/議員1名

(3)交通費等

･電車 ･ハスの公共交通機関における実費弁償

(スイカ､パスモ等のプリペイドカードの利用)

･タクシー､ガソリン､駐車場､有料道路の経費

◎支出基準

基礎的経費の考え方を準岡 [軒 PIO参照

(4)旅費 (宿泊費､交通費)

宿泊を伴う､研究研修会等は､異体的内容 (E3程､行先､目的､参加者

者の構成等)に墨つき個別に判断する

◇宿泊費

⇒1人当たり14,850円を上限とする｡(1泊朝食付を基本)

◇議員以外の参加者

lO】⇒政務調査費補助者は必要限度において支出可能

[米】⇒一般市民の参加者は政務調査費とL/ての支出は不可
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会派及び交付対象議員が市政に関して調査研究をするために他都市等の先進事業

等を視察するのに要する経費

旅費､バス等借上料､資料購入費等

(1)旅費 (宿泊費､交通費)

◇宿泊費

⇒1人当たり14,850円を上限とするO(1泊朝食付を基本)

◇交通費

･電車 ･ハスの公共交通機関における実費弁償

(スイカ､パスモ等のプリペイドカードの利用)

･タクシー､ガソリン､駐車場､有料道路の経費

◎ 支出基準

基礎的経費の考え方を準用 箇- PIO参照

◇補助職員の出張にかかわる経費

【○】⇒会派又は議員が雇用する職員に出張を依頼した場合は､交通費､宿泊

費等の要した経費の支出は可能

◇政務調査による視察の前後に他の活動の行程が入った場合

lO]⇒政預言局盃費による視察の行程と明確に区分けをし､政務調査費による

支出は可能

[米】⇒議員活動の費用弁償との重複は不可

(2)その他

【米】⇒政党活動､選挙活動､後援会活動に係る経費は支出不可

[米】⇒観光､レクリエーション等による旅費は支出不可

lO】⇒視察等においてキャンセル料が発生した場合には､その理由が公務や

本人の病気､けが等で､止むを得ず発生した場合に限り､調査費を充

当することは可能
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会派及び交付対象議員が市政に関 して調査研究をするために必要とする資料を購

入 し､又は作成するのに要する経費

印刷製本費､委託料､図書雑誌購入費､新聞購読料等

(1)資料等購入 (新聞購読料を除 く)

◇同一書籍等の購入

lO]⇒原則として 1冊oただし複数部購入の合理的理由力である場合は､必要

性が認められる限度で支出可能

◇保管先

⇒保管においては､会派及び議員において､それぞれ責任をもって保管するO

◇国書､DVD､CD等購入の際の領収書へのタイ トル等の記載について

⇒政務調査費としての支出内容を明確にするため､購入物品の内容の記載を

要する｡

く2)資料等作成

内容により市政の調査研究と関連性を個別に判断o必要に応じ､適切な

圭安分によって支出

調査等の委託は､委託先の選定理由及び委託内容を明確にした上で､契

約を締結L/､成果物は会派または議員において保管

◇調査結果資料等の作成にかかわる印刷代

⇒広報 ･広聴費の判断基準に準じて判断 (P.16参照)

〇%

(3)新聞購読料 (種類､部数)

◇会派控室

[○】⇒各紙 1紙 (1部)に限り支出可能

◇議員個人

[×]⇒議員という立場を離れた-般社会人として少なくとも 1紙は購読し
ていると考え､1紙分は自己負担､
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会派及び交付対象議員が市政に関して調査研究をするために会派及び交付対象議

員の議会活動､政策等を市民に広報 し､又は市民の要望､意見等を聴くのに要する

経費

会場借上料､印刷製本費､ホ-ムペ-ジ等製作費､食糧費､送料等

(1)広報紙等の作成及び印刷等

･内容により市政の調査研究と関連性を個別に判断O必要に応じ､適切な按分

によって支出

･作成業務の委託は､委託先の選定理由及び委託内容を明確にした上で､契約

を締結し､成果物は会派または議員において保管

◇会派の広報紙及び議員個人の広報紙

EO】⇒市政の調査研究に明ら力＼に関連しないものを除いて支出可舵

◇政務調査活動と無関係な内容等が含まれている場合

その限度で支出可能

※党の催事の宣伝 ･告知､市議会議員以外の党所属の議員の紹介､

政党活動､後援会活動等が混在している場合

0%

廿

広報紙の内容.紙面 ( 政 務 調 査 活 動 )繁登無宰

- 二二 二

1

(政務調査活動日 (後援会活動) ≡ (政党活動) 1 (その他)i

l l たくニ====二:>:<=====三> …くニ二二=二二> ≡-=:ニ:二二二:=:=::二二:ここ>

◇広報紙等の送付

lO】⇒送付物の郵送料及び送付業務委託料については､送付物の内容に応じ､

適切な按分により支出可能

(2)各種会費

[0】⇒各種の福祉 ･文化 ･スポーツ関係活動に係る地域公共的団体の総会等に

参加する出席負担金 (会費)は､意見 .情報交換を行う場合において､

広報広聴活動として支出可能
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EO】⇒政務調査にかかわる必要な惰輔を得るため団体等に加入する場合の

(月 ･年)会費等は､合理的必要性がある場合に限り支出可能

｢

lx]→不適当な支出例

1私的な資格で加入する団体の年 ･月会費

*町内会､PTA､婦人会､老人会､商工会､

ライオンズクラブ､ローダ ｣-クラブ等の年 ･月会費

2冠婚葬祭の費用

*結婚式､祝賀会､地区祭り等の費用

3親睦､飲食を目的とする会合

*挨拶､会食やテープカットだけの出席負担金 (新年会等)

(3)食糧費

◇会派控室や議員個人事務所等に相談者等の来訪要請が困難な場合

[米】⇒議員以外の市民等への支出は､会派控室､会派事務所及び議員個人事務

所における茶菓代以外は原則的に支出不可

(注)◆公職選挙法等の遵守 蛋穀お:会派において政務調査費の交付を受けている場合に選挙区とされる範関は､会派

の所属議員全員の選挙区を指すことから､経費の支出にあたつては､公職選挙法

等の禁止規定に抵触する事がないよう牲意が必要

(4)ホームページ ･ブログ (作成費､管理費等)

◇会派のホームページ作成 卜管理費

【01⇒内容に市政の調査研究活動以外のものが含まれる場合は慎重な検討

を要し､合理的かつ明確な区分が不能な場合は按分により支出可能

◇議員個人のホームページ作成 .管理費

lO】⇒広報 .広聴費としての支出は可能であるが､内容に市政の調査研究

活動以外のものが含まれる場合には按分により支出可能

0%

( 政 務 調 査 活 動 )く澄額婆

(政務調査活動日 (後援会活動) ; (政党活動) (その他)
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会派及び交付対象議員が市政に関して調査研究をするために補助者を雇用するの

に要する経費

報酬 .日当､交通費､社会保険料等

実例等では､C1)政務調査費全体に占める人件費の割合や､②雇用形態 (アルバ

イト雇用や常勤的雇用)について規定していないO個々のケースの状況を鑑み､

実態に即し按分により政務調査費を充当しなければならないoなお､雇用に当た

っては､労働基準法等各種法令を遵守L/なければならないO

◎｢按分による支出｣の考え方[夢P6-7を参照
(注)会派及び交付対象議員は､補助職員を雇用した場一合は､氏名､住

所､扉月日那毒ヨ等を記載する ｢職員雇用履歴舟艇｣(参考第 8別表式)

に記載し､会派及び交付対象議員で保存するものとする,

◇保存書類について

◇常時雇用の政務調査費補助者-の支出について

[○】⇒各種手当 (期末､勤勉､通勤､住居､時間外､扶責などの手当)及び社

会保険料への支出可能

lSe]⇒支給額が社会通念上相当と認められる額を超える部分の支出不可

◇議員との親族関係にある雇用について

[米】⇒配偶者､扶義関係にある者､同居し生計を-つにする者のいずれかに

該当する者の雇用には､支出不可
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会派及び交付対象議員が市政に関して調査研究をする際の事務を処理するのに要

する経費

消耗品費､事務機器 ･備品等賃借料､事務機器 ･備品等購入費､電話料､送料等

(1)備品の管理及び購入限度額

(2)コピー機､FAX機 (複合機も含む)等のリ-ス料

◇会派控室､会派事務所､議員個人事務所

[○】⇒実績等に応じた適切な按分を行い､その限度で支出可能

[米】⇒乗用車のリース代への支出不可

lSC]⇒自動車車検代､保険料､自動車税､修理代 (故障､破損等)への支出

不可

[米】⇒政務調査活動に直接必要としない備品等の購入･リース代への支出(絵

画､冷蔵庫等)は不可

(3)PC､PC周辺機器購入 (リース)費､PCソフトウェア購入費､修繕費

◇会派控室

[○】⇒会派所属議員の人数分の台数及びホストコンピュータの購入(リ-ス)

費用については､社会通念上相当の金棒の限度で支出可能

政務調査費補助者用PCについては､政務調査費に従事している人件

費の按分の限度で支出可能

◇会派事務所､議員個人事務所

[0】⇒議員各自1台は認め､その他､後援会事務所等を兼ねる場合で､合理

的かつ明確な区分が不能な場合には､実績等に応じた適切な按分によ

り､その限度で支出可能

(4)固定電話､FAX代､インターネット通信費､郵送料

◇会派控室､個人事務所

【○】⇒合理的かつ明確な区分が不能の場合は､実績等に応じた適切な按分

により支出可能
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(5)携帯電話購入費､使用料

[98】⇒購入費は､支出不可

【01⇒使用料は､按分により支出可能

(6)その他

◇リース契約解除時にかかる残存リース料

[3e]⇒使用する議員の任期期間がリース契約期間より短い場合等において､

リース契約解除時における残存リース料への支出は､当該使用議員等

が負担し､政務調査費力＼らの支出不可

㊨｢按分による支出｣の考え方指-P6-7を参照
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会派及び交付対象議員が市政に関 して調査研究をするために必要な事務所の設置

及び管理に要する経費

事務所賃借料､維持管理費等

(会派事務所､議員個人事務所)

⇒事務所としての形態を備えているものに限るo事務所としての実体に

ついては､使用実績 ･看板 ･表札等の外形､常勤事務員の有無､備品

の内容､賃借目的等諸般の事情を総合的に考慮して判断するa

〔事務所形態の違いによる賃借料等の支出基準】

･卦 務 嫉 9) 形 態､ 賃借鯨維持管理費､く光熟水費･等) 事帯食

･1) 宝三 :ピル等の一室などの:不動産を借りて個人:事務所を開設してい;る場合 ○≡○ ○

× ○ ○
(2) !自宅敷地内で自宅と:は別に個人事務所を≡開設している場合

(3) 自宅敷地以外での自己所有年別牛に個人事務所を開設している場合 × 萱○ ○

(4) 自宅 (戸建て.マンション等)の-部をマ友一ー × × ○
個人事拐所としている場合

配偶者､扶罵関係にある者､同居し生害十 × 〉く ○(5) を一つにする者の所

(注)維持管理費⇒光熱水賛､管理費､火災保険料
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◎事務所の賃借料､光熱氷菓､駐車場その他維持管理費等及び事務費につい

ては､合理的かつ明確な区分ができない限り､按分L,支出する必要があるD

◎｢按分による支出｣の考え方EFP6-7を参照
く く2),(3),(4)､(5)の賃借料について>

[36]⇒実費弁償の観点や私的資産形成に繋がることへの懸念等を鑑み､政務

調査費としての支出不可

<(4)の顔宅 (戸建て､マンション等)､(5)の維持管理費について>

[98]⇒自宅維持管理費と明確な区別が淘難等との理由から､維持管理費につ

いても､政務調査費としての支出不可

また､配偶者､扶養関係にある者､同居し生計を一つにする者のいず

れかに該当する者の所有物件を事務所として賃借する場合も､親族等

の雇用の際と同様に､政務調査費としての支出不可

lae]⇒ 会派事務所と個人事務所を兼ねることはできないOまた､1人会派の

所属議員は会派事務所を設置することはできない｡

(2)市庁舎内の "会派議員控室"

[米】⇒市庁舎内の "会派議員控室''は､その設置の性格を鑑み､会派事務所

の対象外とする｡

(3)事務所の建築工事費への支出等

[米】⇒事務所として使用する不動産の購入､建築工事費への支出不可

[88]⇒事務所看板製作経費への支出不可

(注)会派又は交付対象議員は事務所の設置において､事務所名､所在

地､床面積等を記載する ｢政務調査事務所台帳｣(参考第 7号様

式)に記載し､会派及び交付対象議員で保存するoなお､その写

しを､設置後速やかに議長あて提出するものとする(メ

1から7までに掲げる経費以外の経費 (経費を支出する目的が､会派及び交付対

象議員が行う市政に関しての調査研究に該当しないものを除くO)
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1 交付申請手続き (会派 .交付対象議員l〇 [議長]･〇市長)

政務調査費交付申請 〇年度当初〕○変更時

振込口座申請 〇年度当初 ○経理責任者の交 ;○議員個人の交付

○変更時 付振込口座名申 … 振込口座名申請

†二
2 交付決定 (市長r〇[議長]【〇会派 K交付対象議員)

交付決定 〇年度当初○変更時点

∴
3 支出請求 (会派 ･交付対象議員⇔市長)

(1)政務調査費

支出請求

(2)交付

(1)毎月請求

(2)毎月 10日

4 政務調査費の活用､整理 ･調製

政務調査費の活用 ○随時 -

領収書 .会計帳簿の整理 .調製 ○四半期ごとに整理 .調製を行う○ ○支出伝票
○領収書等 (支払証明書を含むO)
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5 収支報告書等の提出 (会派 ･交付対象議員議長･〇市長)

11
6 剰余金の返還 (会派 K交付対象議員【〇市長)

剰余金の返還 ○交付翌年度

7 閲覧準備等 (議会事務局)

交 付 年 度 分 の収支報告書等の閲覧 準 備 等 ○交付翌年度 ○個人情報のマスキング 等 巨○個人情報のマスキング 等 巨

8 収支報告書等の閲覧開始 (議長)

収 支 報 告 書 等 の閲 覧 開 始 ○交付翌年度(6月30日～)

｡ 関係帳簿保管 (会派 .交付対象護鼻,ll

関係帳簿の保管 ○保存年限(収支報告 雷提出日の属する年して5年間) ○収支報告書○支出伝票､支出伝票一覧表○領収書等 (貼付した根拠雷類も含む口)○会計帳簿関係書類○事務所台帳 等 ･滋3-'3i･k浴/近方
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の通常事務のフロー (会派及び交付対象議員)

毎月の10日 (但し休日の場合は前日､-般選挙後の新たな申請による最

初の交付日については､市長が指定する日)

研究研修費､視察調査費､資料費､広報 ･広聴葦､人件費､事務費､

事務所費､その他の経費

※ 会派の意向を受け､議員個人が活動する場合は､書面等により

委任を受けた活動内容を明確にしておく必要がある｡

(1)支出伝票の記載､②領収書等の整理 ･貼付等
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蔓を 政務調査費の交朴 剰余金返還手続きなどくもこ｡:てこ‥:=:===ここ::=ニニ-==:ニ=:=ここここn-i:==こ:こ:≡::=:ここ=ここニーここ=ここここ二二:二二:二二::=ニ:===…仙ここ:ここ=ここ=‥二二㍍==‥=‥ニ‥こ:ニニニ:ニここ㌫二二二ニ小=…=こ㌫ニここここニ=ここ===ここ二二二=ニ=二二

1交付手続き

③市長あて毎月請求

決定 (第2号様式､
第2号様式の2)

[議長経由〕

こ二心_∫._≠仰 1.r′__∫.

(経理責任者､交付対象議員)

2収支報告書等の提出と剰余金返還の手続き

収支報告書 (第7号様式､
第7号様式の2)を議長に
提出
(毎年4月30E〕まで)

納付書

≡::≡:;::::;:≡::== コ

納付書により剰余金納付
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【1領収書等の注意点】

主 な 注 意 点

◇届出対象期間 (対象年度)で活動記録票等のB付と矛盾がな

いことo

◇対象年度中に契約等が履行されたもので､翌年度に請求が延

びたものに関する支出については､収支報告雲提出Ejまで(～

4/30)の領収書等も可能とする｡(電話､コピー代等)

◇会派支給=⇒原則的に会派名｡

【○]⇒個人特定の必要がある場合は､会派名と議員個人名の併

記も可とするO

◇交付対象議員支給⇒議員名O

◇支出内容が客観的に見てもわかるように､物の内容､用途､

数量等を明確に記載し､特にカタカナ名等で意味不明なもの

等については注意o

④その他
消印の押印が必要｡(商品販売代金の受取書⇒3万円以上が対

象等)

◇議長あて提出する際､あるいは閲覧に供し複写をとる場合に

は､当該領収書の写しが必要となるため､領収書を重複 して

貼り付けないようにするO

◇発行者においては､記名 ･押印があること｡
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【2他の支払確認書短の注意点】

主 な 注 意 点

振 込 み 金

領 収 書 等

◇請求書､契約書､通帳等でEH寸､金額､支出内容､相手先等

が明確に判明するようであれば根拠書類とすることは可能と

するO

◇クレジットカード等の引き落としで､領収書が発行されない

際は､請求書及び通帳の該当部分の写しを提出するO

※引落しが､支払先と異なる場合は､支払先の確認できる

書類の添付が必要｡

◇銀行振込みの支払は､請求書及び振込済通知書等を提出する｡

◇日付､金額､支出内容､相手先等が明確で､用紙が経年劣化

しないものであれば根拠書類とすることは可能とする｡

[注】⇒感熱紙は経年劣化が顕著なだめ､会派又は交付対

象議員にて保管する場合においても複写し対応O

◇交通料金の精算機等による履歴 (利用明細)印字の打ち出し

により､合理的力＼つ明確な料金の説明が可能であれば､当該

履歴書面を添付し､収支報告の際の根拠書類とすることは可

能とする｡

証 明 書

パスや電車等の利用の際､止むを得ず領収書等の発行が得ら

れない場合などにおいて､会派代表者及び交付対象議員が作

成する支払証明書 (当該交通手段に至った目的､経路等を記

戟)をもって充てることができるものとする｡
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【3収支報告書の注意点】

② 交す､i対象議 員用=⇒第 7fpうー様 式uj2

勺 度 政 務 調 査 費 収 支 稚 与1, jr

i5 月 tj

会 派 の 名称

代 表 者 の 氏 頚l 印

所 属 会 派 名

交 付 対 象 議 員 氏 名 印

川梅軒i兎会の政務粥森費の交付等に関す る条例第 11条第 1項の規定により,次o)とおり政粍調査

費U〕収入及び 支Ei-.に一ついて報哲でし芙寸で

′-
利㌢は含 め な い

政 務 示周 意 費 …山 ル ーー｣ユ( 年 13分か ら 年 月分 菜で)

2 支 比JJ

項 目 金 額 備 考

研 究 研 修 費

視 察 調 査 費

資 料 費

広 報 . Li;聴 資

人 件 曹

事 務 費

事 務 所 費

そ の 他 の 経 費

:う 剰 余金 (返還額) w M ｣旦

(注) たけ川)備 考欄 に托 . 王:たる 支lliiの内訳 を記載 して くだ さい

[劣]⇒ ｢2 支出合計｣の数値で､交付金額を超える事例は不適切O
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(1)収支報告書等の整理d保管

会派の経理責任者及び交付対象喜義員は､次のとおり収支報告書等を整理

保管しなければならない｡

(支出の手続及び書類の保存期間)

第9魚 [抜粋1

2 経理責任者及び交付対象議員は､経費を支出したときは､領収書その他

の支出を確認する書類 (以下 ｢支tLJl確認書類｣というO)を徹しなければ

ならないCこの場合において､支出確認書額を徴することができないと

きは､会派にあっては会派の代表者､交付対象議員にあっては当該交付

対象議員が作成する支払証明書 (以下 ｢支払証明書｣というO)をもって

これに代えることができる0

3 経理責任者及び交付対象議員は､転年度､会計帳簿を調製し､前項に規

定する支出確認書類及び支払証明書を整理した上､これらを収支報告書

を提出した日の属する年度の翌年度の4月1日から起算 して5年を経過

する日まで保存しなければならないD

く収入及び支出の報告等)

第 11条 [抜粋]

会派の代表者及び交付対象議員は､規則で定めるところにより､前年

度の交付に係る調査費の収入及び支lL別こついての報告書 (以下 ｢収支報

告書｣というO)を作成 し､毎年4月30日までに議長に提出しなければ

ならないLつ

参考事例⇒収支報告書の提出期限が2008年(平成20年)4月30日の場合

保管期間⇒～2014(平成26)年3月31日

年度⇒ 2008 2009 2010 2Ol1 2012 2013 2()14
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(2)収支報告書とともに議長あて提出する書類及び保管書類

◇議長あて提出書類(写し)

<経費区分ごと>

(カ支出伝票-覧表 (参考第3号様式)

②支出伝票 (参考第2号様式)

③領収書等 (参考第2号様式 ･領収書貼付用紙)

④政務調査活動記録票 (参考第1号様式)

⑤支払証明書 (参考第4号様式)

◇会派及び交付対象議員が保管を要する書類 (原本)

①支出伝票一覧表 (参考第3号様式)

②支出伝票 (参考第2号様式)

③領収書等 (参考第2号様式 ･領収書貼付用紙)

④政務調査活動記録票 (参考第1号様式)

⑤支払証明書 (参考第4号様式)

⑥政務調査費出納簿 (参考第5号様式)

⑦政務調査費出納簿集計票 (参考第6号様式)

⑬政務調査事務所台帳 (参考第7号様式)

⑲職員雇用履歴台帳 (参考第8号様式)

@備品台帳 (参考第9号様式)



◎不開示情報とするもの (川崎市情報公開条例に照らして)

1 不開示情報 (マスキングによる情報開示)について

(1)個人情報

住所､氏名､生年月Ej､電話番号､印影､口座番号､口座残高

クレジット番号､Eメールアドレス

※原則的に議員の氏名､住所等については開示o

く2)法人情報 (事業を営む個人を含む)

会派及び法人の銀行名､0座名､口座番号､口座残高､クレジット

番号

※担当者の氏名及び個人の印影も含むD

※社印は開示｡
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賃 関 隔 〕

1 帳票の参考様式

第 1号様式 政務調査活動記録票 (提出用い ･･- ･i4

第 2号様式 支出伝票 (提出用)iI･･- ･･I･- 5

第 3号様式 支出伝票一覧表 (提出用)･I･I･･- i7

第4号様式 支払証明書 (提出用)- ･- ･･････ 8

第 5号様式 政務調査費出納簿 (保存用)･- ･･- i9

第 6号様式 政務調査費出納簿集計表 (保存用)- ･･･10

第 7号様式 政務調査事務所台帳 (保存用)- ･･･I･11

第 8号様式 職員雇用履歴台帳 (保存用)I･･･････12

第 9号様式 備品台帳 (保存用)- I- ･･･････13

2 関係法令

1 地方自治法 (第 100条 第 13項 ･第 14項)･･- 14

2 川崎市議会の政務調査費の交付等に関する条例 - - 15

3 川崎市議会の政務調査費の交付等に関する条例施行規則 ････22



1収支報告書 とともに議長 あて提出 (写 し)及び保存 (原本) を

要するもの

(1)政務調査活動記録票〔参考第1号様式〕

支出の透明性を高めるために､研究研修会､視察調査活動等の開催及び

参加､広報 ･広聴活動に係る経費の支出に際しては､支出内容を明確に

するため､｢政務調査活動記録票 (参考第1号様式)｣を作成し､支出伝

票に添付の上､議長あて提出後､会派又は交付対象議員が保存します0

(2)支出伝票〔参考第2号様式〕

すべての支出に対し､領収書等を的確かつ分かりやすく整理し保存する

ために､絶賛の区分､按分率等の記載を必要項Ejとした ｢支出伝票 (参

考第2号様式)｣を作成しますOなお､支出を証明する書類 (領収書､支

払証明書､その他支出を証明する書類)を添付し､議長あて提出後､芸

派又は交付対象議員が保存します｡

経費支出に際して作成した支出伝票 (領収書添付用紙等を含む)を､経

費の区分ごとに整理し､経費の区分､支払内容､支出金額等の記載を必

要項目とした ｢支出伝票…覧表 (参考第3号様式)｣を作成し､議長あて

提出後､会派又は交付対象議員が保存し/ますO

圧4)支払証明書 【重要 頭

領収書等を徴することができないときは､芸派にあっては宗派の代表者､

交付対象議員にあっては当該交付対象議員が作成する ｢支払証明書 (参

考第4号様式)｣をもってこれに代えることができ､議長あて提出後､会

派又は交付対象議員が保存します0
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2 会派及び交付対象議員が保存 (原本)を要するもの

｢一行う】】軸 E泰 喝

月ごとに､収入及び支出の内容 ･金額､そして残額を ｢政務調査費出納

簿 (参考第5号様式)｣に時系列に記載 ･整理し､会派又は議員が保存し

ます｡

.･I_仁 [;≡;-1lljtl章 子三珊 瑚 車 主亘 戸 車率 キ辛 千束~可･

当該年度における月ごとの収入及び支出の状況を､経費区分ごとに ｢政

務調査費出納簿集計表 (参考第6号様式)｣に整理 ･記載し､会派又は交

付対象議員が保存しますO

廊 垂 ]

芸派又は交付対象議員は､事務所への政務調査費の支出を行うにあたり､

事務所名､所在地､床面積等を記載する ｢政務調査事務所台帳 (参考第

7号様式)｣を作成し､写しを議長あてに提出する必要があります｡

｢政務調査事務所台帳｣の写し及び ｢賃貸億契約書｣の写しを議長あて

に提出することによって､政務調査事務所の設置が完了することとなり

ますO(収支報告書提出の際は特に提出の必要性は無し｡)原本は､宗派

又は交付対象議員が保存しますD

なお､会派支給を選択した会派において､議員個人事読所を政務調査事

務所として設置する場合は､会派事務所の支部事務所として位置つける

必要があります｡

上 el.､丞 たヰ ｢纏 喪責昼~_i_棄幸車亘や 哀煎 :.

会派又は交付対象議員が､補助職員を雇用した場合は､氏名､住所､雇

用声月間等を記載する ｢職員雇岡履歴台帳 (参考第8号様式)｣を作成し､

会派又は議員が保存しますO

工 仁1十 ,pf轟 _こ車 号苧 丹 事 項 1

会派又は交付対象議員は､購入価格が1件あたり2万円以上の物品等を

備品として位置つけ､品名､取得年月日､取得価格､保管腸所等を記載

する ｢備品台帳 (参考第9号様式)｣を作成し､会派又は交付対象議員が

保存及び物品等の管理を行います｡
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参考第 1号様式

m 1年度 も 平成 年度 E

月 日 平成 年

政務調査活動記録票

会派名又は議員名

月 日 ( ) ～ 平成 年

§ 円 谷 書結果等(具体的に) §※視察調査､研究研修等における参加者､場所､行程等も記載することo ⊆

研 究研 修 費視 察 調 査 費広報 -広聴費
ち

葛

I

ぎ

合 計 円

結果報告等についてスペースが足 りない場合は､別途報告資料を添付してください0
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参考第 2号様式

支 出 伝 票

1 研 究研修費 2視察調査費
経費 の区分 巨 - 費 5 人件費舌をヽ′ ∠＼L,
(p次当区刀に○) 7 事務所費 8 その他 の

整 理 番 号

(経費区分ごと)

実施年月 日 平成 年 月 日

支出年月 日 平成 年 月 日

金 額I 円

支 出 先

) 使 途 内 容事 業 名

※領収書及びその他証拠書類等

提出してください｡

の場合)等を記入

)を添付 し､言義長に



領収書貼付用紙
(重ならないように貼付してください｡)



参考第 3号様式

支出伝票--一覧表
平成 年度

経費の区分 会派名又は議員名

華喪家寿鳶欝蕉耳目ミま､兼摂.__羨藩撹鰭…磯′寮 姦旗頭額.塞
1 円

2 円

3 円

4 円

5 円

6 円

7 円

8 円

9 円

10 円

ll 円

12 円

14 円

15 円

16 円

17 円

18 円

19 円

20 円

合 計 0 円

※毎年度､議長に提出する支出伝票を､経費の区分ごとに支出年月日順にまとめ､表紙として提
出してください｡
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参考第4号様式

支 払 証 明 書

経費の区可 L

支払年月日 i 金 額 支払先 (所在､名称等) 領 収 書 を 徴 し得 な い 理 由 等

i

i≡

上記のとおり相違ないことを証明します0

年 月 日

会派名

代表者名 印

経理責任者等 印

8



参考第 5号様式

(平成 年 月分)

政務調査費出納簿

00000000000000000000000

年度累計 i,_,-i:よ′灘 鮒廉 さ推 せ澱 粉 t.I,5..メ_I 0 0 0度累計 i,_,-i:よ′灘 鮒廉 さ推 せ澱 粉 t.I,5..メ_I 0 0 0



参
考

第
6
号

様
式

政
務

調
査

費
出
納

簿
集

計
表

(平
成

年
度

)
経

費
区

分
4

月
5
月

6
月

7
月

8
月

9
月

ト
0
月

】
1

1
月

1
2
月

1
月

2
月

書
3
月

室
紺

収
入

鱗
i

≦
≧

o
研

究
研

修
費

重臣
0

視
察

調
査

費
0

資
料

費
0

広
報

.
広

聴
費

O
人

件
費

0
事

務
費

0

事
務

所
費

そ
の

他
経

費
0

支
出

額
合

計
0

D
0

0
0

0
O

O
0

0
0

O
0

0
O

0
0

O
0

0
O

0
0

0
8
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参考第 7号様式

政務調査事務所台帳

会派名又は議員名

平成 年 月 日

※政務調査事務所を設置する場合は､経理責任者及び代表者の決裁の上､本写

し及び賃貸借契約書の写 しを議長に提出してください｡

1ユ



参
考

第
8
号

様
式

職
員

雇
用

履
歴

台
帳

会
派
名
又
は
議

員
名

･--チエ
1､′

/-三三
:村

)i.～q
/

-

守
電

話
(

)
-

昭
和

.
平

成
年

月
日

平
成

年
月

日
～

平
成

年
月

日

23
電

話
(

)
-

昭
和

一
平

成
年

月
日

】
平

成
年

月
日
-

平
成

年
月

日
きき

電
話

(
)

-
昭

和
,
平

成
年

月
日

≧
⊆

平
成

年
月

日
-

平
成

年
…

】
4

電
話

(
)

-
昭

和
.
平

成
年

月
日

平
成

年
月

日
～

平
成

年
月

日

5
%

%
(
.

)
-

昭
和

.
平

成
年

月
日

平
成

年
月

日
～

平
成

年
月

日
F
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